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指摘事項：河川の維持管理に対する様々な方策や戦略を持続的に実行していくため、これまでの取り組みで上手く行っている

持続的に安全を確保するための取り組みの構築

指摘事項：河川の維持管理に対する様々な方策や戦略を持続的に実行していくため、これまでの取り組みで上手く行っている
事例などをとりまとめ、共有すべきではないか。

■ 事務所・整備局（本局）の単位で様々な取り組みを実施。それらについては、都道府県等を含め全国的に共有を進めている。

河道管理研究会の例(九州地整）

地整等での取り組み例全国で共有する取り組み例

全国河川管理課長会議（直轄） 事務所での現場実践研修の例(関東地整） 河道内樹木管理手法検討

委員会の例（四国地整）
職員自らが河川管理上課題のある箇所の河床材
料調査や流れの計測等など、川を知り技術力を
高める取り組みを、学識者の協力を頂きながら事
務所職員の研修プログラムとしてH17年度より継
続。また、得られた観測結果等について社会的コ
ンセンサスを得るべく学会等での発表なども実施

河道管理に関する知見や危険予知技術を蓄積するた
め、被災原因の究明や、樹林化等に対する維持管理
手法等について研究・開発することを目的として、学識
経験者・研究機関・地方整備局（本局、14河川事務
所）・７県からなる河道管理研究を設置。平成１８年度
より設置し これまでに１５回開催。河川維持管理技術研究会

河川管理に関わる様々な事案の検討・
共有等を目的に各地方整備局の河川管
理担当課長等と本省の河川担当室で構
成。定期開催。

委員会の例（四国地整）

河道内に繁茂する樹木について、
治水、環境等の観点から検討し、
吉野川にふさわしい河道内樹木の
管理手法に関する基本的な方針
を立案することを目的に学識経験ンセンサスを得るべく学会等での発表なども実施。より設置し、これまでに１５回開催。

河川維持管理技術の充実等を目的に都
道府県等の河川維持管理の状況、技術
上の課題及び新たな取り組みに関する
検討等を実施。

実施体制

ADCPを用いた水衝部の流れ観測

を立案することを目的に学識経験
者、関係行政機関、河川管理者で
構成する委員会で継続的に検討。

ヤナギ類等の樹木の
繁茂状況

画像解析を用いた河床材料調査
（H24.10浅川）

・国土交通省

（本省・地整・国総研） 土研等の河

・都道府県等の
河川担当者

H24.4.26（第4回研究会）

実施体制
局所洗堀箇所の河床状況調査
（H18.11 浅川)

観測結果等の発表
（H24.6土木学会河川ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ）

河道管理研究会の開催状況現地検討会の開催状況

樹木繁茂による

許可工作物管理者との連絡会の例（関東地整）

河川管理者の調査・点検結果や各施設管理者の保有している情報
等を共有し、河川管理上の課題について合同で検討。

維持管理に対する意識や技術力の
向上や効果的・効率的な維持管理の
確立を目的とし 各県職員にも参加

全国河川・ダム管理技術検討会

国交省の管理の現場で創意工夫してい
る取り組み等の事例の発表会を毎年開

（本省・地整・国総研）、土研等の河
川担当研究者

維持管理実施状況のフォローアップの例（九州地整）

監査官による管理状況
の点検・指導

樹木繁茂 よる
局所洗堀状況

各施設管理者
道路橋
鉄道橋
取水堰

1

確立を目的とし、各県職員にも参加
を呼びかけ、本局から監査官(官クラ
ス)を事務所・出張所に派遣し、維持
管理の実施状況に関する現地点検
等を実施。H22年度より全事務所を
対象とし継続中。

河川管理者
河川事務所
調査課・管理課
・占用調整課・
担当出張所

多摩川の河道管理に関する連絡会

平成23年度より
実施

催し、本省・本局・

H24.2.24（第3回検討会）

実施体制

書面(図面・写真）による
ヒアリング状況

の点検・指導

事務所等の相互間
で情報共有を図る。



指摘事項：河川の管理について「予防保全」「事後保全」の適用に当たり考え方を整理しておく必要がある

持続的に安全を確保するための取り組みの構築

指摘事項：河川の管理について「予防保全」「事後保全」の適用に当たり考え方を整理しておく必要がある。

■ 河川の管理は、河道、土堤、コンクリートの河川構造物、機械設備、電気通信設備等の幅広い対応を必要とする特質を有して
いる。それらの管理全体として堤防の欠壊やはん濫、浸水被害を防止、軽減するための予防保全を行っている。

施設 河道 堤防 河川構造物

構造上の 河道の地形、植生（樹林化、土
土堤

コンクリート構造の堤防
（高潮堤防、自立式特殊

堤防）

河道･堤防を保護あるい
は制御する構造物（護
岸、水制、根固め等）

水門、樋門、排水機場、堰、床止め等の河川構造物

構造上応力を考慮す
構造上の
種別・特性

河道の地形、植生（樹林化、土
砂堆積、河床低下）

土堤

力学的構造を持つコンク
リート構造物、鋼構造物

ブロック構造等のコンク
リート構造物（護岸、水

制、根固め等）

構造上応力を考慮す
るコンクリート構造物・
鋼構造物（各施設の土

木構造物部分）

機械設備 電気通信設備

管理の
特徴

洪水の流下や施設の安全に影
響を及ぼす変状が生じないよう
に管理

洪水時等に堤防の決壊
に至るような変状を生じ
ないように経験等に基
づいて管理

構造物として設計上の
安全性が満たされるよう
に管理

洪水時等に堤防の決
壊に至るような河床変
動や河岸決壊を生じな
いように経験等に基づ
いて管理

構造物として設計上
の安全性が満たされ
るように管理

設備として設計上の機能が発揮され
るよう管理

いて管理

○点検等の状態監視に基づいて、河川のシステムとして管理。
○護岸、根固め等は堤防や河岸を保護するもので、それ自体には変状を許容する。
○出水により河道内でそれら施設の 部で破壊 消失等を生じても 堤防が保全さ

○施設・設備の設計上の安全性が確保され機能が発揮されるよう、点検等の状態
監視に基づいて管理。
○機械設備は、時間計画保全が適するものを除き、時間計画保全から施設の状態

○出水により河道内でそれら施設の一部で破壊、消失等を生じても、堤防が保全さ
れるよう、（個々の施設は一部で事後保全となるが）河川のシステムとして予防保全。

○機械設備は、時間計画保全が適するものを除き、時間計画保全から施設の状態
を逐次把握する状態監視保全に移行中。
○一部の部品、部材には事後保全もある。

保全の
区分

システムとしての状態監視保全 施設としての状態監視保全

全体として予防保全 2



指摘事項：河川では 台帳の情報・データについてどのように標準化を図っているか。道路の例ではキロポストを軸に台帳を

持続的に安全を確保するための取り組みの構築

指摘事項：河川では、台帳の情報 デ タについてどのように標準化を図っているか。道路の例ではキロポストを軸に台帳を
標準化している。

■ 河川の情報・データについては、紙台帳として整理されているものは「河川の距離標」にて位置標記をしているものが殆ど。河川 情報 デ タ は、紙台帳 し 整理され るも は 河川 距離標」 位置標記をし るも 殆 。
また、近年、電子情報として整理されているものは「世界測地系」にて位置標記をしている。

河川の距離標道路の距離標 河川の現状

岸

距離標

その路線の起点などから
約何キロの地点であるか
を示すもので、一般的に
は1kmおきに三角すいの
石柱があり、100mおきに

も黄色のプレートが設置

別記様式第一

水系名 水系指定年月日 水系指定政令番号

本 1 2 3 4 5 6 7

1

2

3

4

5

6

7

8

河川
番号

公示
番号

河川名

河川現況台帳調書（甲）

河川指定
年 月 日

摘要関係事務所名

　水系名 河川名 図面番号

名称又は種類 完成年 構造又は能力 図面番号

新安川
排水樋門

右岸
広島市安佐南区長束地先

5k100+59.0m
平3.10

本体：鉄筋コンクリート
鋼製ローラーゲート2門

国土交通省
新安川排水樋門
改築工事

河川現況台帳調書（丙の５）

主

位　　　　　　　置 摘　　　　　　　要

○河川の距離標にて管理されているもの（例）

河川の両岸堤防の法肩に設置する標柱のこと
で、河口または河川の合流点からの距離を表
す。流れの中心（流心）に沿って一般的には２０
０ｍごとに、流心線に直交する線上に設置する。

され表示されている。
9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

調製年月日

長束樋門 右岸
広島市祇園町大字長束地先

6k213m
昭28.3

本体：鉄筋コンクリート

鋼製スライドゲート(電動)
建設省

安古市護岸他
補修工事

天水排水樋門 左岸
広島市戸坂町天水地先

7k000+96m
昭59.3
平9.3

本体：鉄筋コンクリート
鋼製ローラーゲート

建設省

西原第二樋管 右岸
広島市祇園町西原地先

7k230m
昭37.3

本体：鉄筋コンクリート

　　　(ヒューム管)

鋼製スライドゲート(手動)
建設省

中島排水樋門 左岸
広島市戸坂町天水地先

7k600m
昭51.3

本体：鉄筋コンクリート

鋼製スライドゲート(手動)
建設省

戸坂樋門4号 左岸
広島市東区戸坂千足2丁目地先

8k980m
昭50.5

本体：鉄筋コンクリート
鋼製ローラーゲート(電動)

国土交通省

戸坂樋門3号 左岸
広島市東区戸坂千足地先地先

8k980m
昭50.8

本体：鉄筋コンクリート

鋼製ローラーゲート2門

(電動)
建設省

戸坂ポンプ
排水樋門

左岸
広島市東区戸坂千足地先

9k100m
昭45.3

本体：鉄筋コンクリート
鋼製ローラーゲート2門

建設省

小田一号樋管 左岸
広島市安佐北区田口南一丁目地先

9k400m
昭37.1

本体：鉄筋コンクリート

　　　　　　(ヒューム管)

鋼製スライドゲート(手動)
建設省

小田二号樋管 左岸
広島市安佐北区田口南一丁目地先

9k600m
昭37.1

本体：鉄筋コンクリート
　　　(ヒューム管)

鋼製スライドゲート
建設省

要
　
な
　
河
　
川
　
管
　
理
　
施
　
設
　
の
　
概
　
要

調製年月日

◆ 道路管理データベースで取り扱う項目

既存の施設台帳既存の河川現況台帳

○世界測地系にて管理するもの（例）

左 左 km + m

右 右 km + m

現　　況　　写　　真

名称

河川名

所在地

都道府県 市区町村 地先名

位置 管理者 操作者

種別
整理番

号

調整

年月日

支川名

＜02堰＞

左 左 km + m

右 右 km + m

図　　　　面

名称
河川名

所在地

都道府県

支川名

市区町村 地先名

位置 管理者 操作者
種別

整理番

号

調整

年月日

＜02堰＞

既存の施設台帳

平 面 図

左 左 km + m

右 右 km + m

年 月 日

AP + m ～ AP + m

m m m

門 ㎡ AP + m m AP + m

m m m m m m ㎡ m

有 有 m m

台 ㎥/s m m m m

AP + m

AP + m AP + m

AP + m AP + m

AP + m m AP + m

AP + m AP + m m m ㎡ m

AP + m AP + m m

AP + m AP + m m m m m

開 閉

m AP + m

㎡

調整
年月日

護床工延長

想定津波設定年月

堤内地盤高 左岸

手動開閉装置

年 月

遠隔操作

可搬式開閉装置

自動発電（バッテリ-含む）自重降下

右岸高水

右岸

下流

左岸

2013年3月上流

完成年月日 使用目的

運用水位

左岸

名称堰の形式構造

扉門数

本体全長

扉総面積 構造形式3（動力・巻上等）

左岸

計画河床高

現況堤防高

津波対策施設

左岸

現況最深河床高

有浸水(耐水)対策

計画高水敷高

㎥/s 計画高水位

所在地

その他付属施設

ポンプ

計画高水流量

右岸からの各構造体諸元等

支川名

設置台数 動力

扉面積

構造形式2

落差高

計画堤防高 右岸

護岸延長 低水 左岸

能力

管理棟・構造

形式

位置

農業用水、洪水流量調節

都道府県

床版標高

市区町村 地先名

名称

水叩・床版延長上流

水叩・床版延長 上流

管理者 操作者
整理
番号

種別

河管

下流

扉面積

構造形式1

上流下流

扉高 端高

構造形式3（動力・巻上等） 落差高

構造形式2

敷高

径間長

魚道延長

備考

名称

完成年月日

構造形式1

改築年月日

扉 積

構造形式3（動力・巻上等） 落差高

扉高・天端高

幅員

敷高

下流

有

有

電力(ケーブル)二重化

可動部延長

調査年月

調査年月

調査年月

2013年3月

固定部延長

右岸

管理橋・構造

30分未満

扉高・天端高

構造形式2

護床工延長2013年3月右岸

手動装置開閉時間

名称

概

要

当
該

箇
所

の

河
川

諸
元

機

能

津波

操作体制

構

造

及

び

諸

元

②

右岸

30分未満

対象外

有

有

～

径間長幅（扉等純径間）

①
最大揚水量

備考

魚道延長

上流 下流

魚道勾配 ～

幅（扉等純径間）

魚道勾配

完成年月日 改築年月日

敷高

径間長

構造形式1

幅（扉等純径間）

構　造　諸　元　等
施設

種別
コード

施設

種別
名称

河川名

＜02堰＞台帳入力欄

平面図

全景写真 距離標と世界測
地系を併用し、
一元化の方向

現在作業中の河川カルテ

m m ㎡ m

m

m m m m

年 月 日

年 月 日 m AP + m

年 月 日 m m ㎡ m

m

m m m m

大規模河川・地形(氾濫規模) 社会影響度

想定津波設定年月 2013年7月

更新年次１(全面改築) 

少ない

更新年次３(全面改築)

基
準

不
適

合
箇

所

更新年次２(全面改築)

背後地

護床工延長 上流 水叩・床版延長 上流 下流

津波対策施設

人口・土地利用

扉高・天端高

敷高

魚道延長

魚道延長

径間長

構造形式1

上流

扉高・天端高

上流 水叩・床版延長下流

構造形式2

扉面積

扉面積

～

護床工延長

④

レベルA

津波

③

更

新
年

次

そ
の

他

特
記

事
項

対象外

下流

魚道勾配

径間長

下流

幅（扉等純径間）

完成年月日 改築年月日

備考

魚道勾配 ～

名称

幅（扉等純径間）

構造形式3（動力・巻上等） 落差高

完成年月日 改築年月日

備考

現在作業中の河川構造物ＤＢ

①対象道路 ： 直轄国道 約２２，０００ｋｍ

②施設数 ： 約１，０００万施設（橋梁・

トンネル・舗装・標識・照明・防護柵 等）

③データ数 ： 約４億７，０００万データ 3

世界測地系を用いた電子
国土基本図を活用



指摘事項：社会資本のアセットマネジメントや予測モデルについては国際標準化が進んでいる。河川の管理についても国際的な

持続的に安全を確保するための取り組みの構築

動向を踏まえる必要がある。

■現状では、国際標準と整合した国内規格、技術基準の検討は行っておらず、他分野の状況を調査している段階。

劣化予測 デ 適用例ISO/PC251 （アセットマネジメント）

○上下水道・道路・鉄道・電力など 様々なインフラに適用され

下水道の事例 道路の事例（下水道管きょ） （道路橋梁）

劣化予測モデルの適用例

１．概要
損傷程度

○上下水道・道路・鉄道・電力など、様々なインフラに適用され
るアセットマネジメントに関する国際規格

○主に物的アセットのマネジメントを対象とし、これに関連する
情報アセット、金融アセット、無形アセット、人的アセット等を
総合的にマネジメントするための規格

○外部機関による認証/登録制度が想定される

１

２

６

５

４

３

○外部機関による認証/登録制度が想定される

国内審議団体 ある京都ビジネ リサ セ タ

河川の事例
劣化度別設置年数分布（コンクリート構造物） 設置年次（鋼矢板護岸）
コンクリート構造物 鋼矢板

２．我が国の参画

７
最新点検年 経過年数

（社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会社会資本メンテナンス戦略小委員会資料より）

ＰＣ２５１の国内審議団体である京都ビジネスリサーチセンター
（ＫＢＲＣ）を中心に参画。

2393

2682

2959

2000

4000

6000

8000

施
設

割
合 20～34年

35～49年

50年～

施
設

数
（施

設
） 130

80

100

120

140

160

180

200

施
設

数
（
施

設
）

設置年次（鋼矢板護岸）

1980年～

1960年～

1940年～

1920年～

1900年～

～1900年３．経緯と今後の予定

○２００９年７月：英国より提案

○２０１０年６月：予備会議

○２０１２年：国際規格原案（ＤＩＳ）作成 （直轄の水門・樋門等のコンクリート構造・鋼構造の劣化調査結果：平成23年河川環境課調べ）

7 116 4 19 10

劣化度Ⅱ以下 劣化度Ⅲ 劣化度Ⅳ 劣化度Ⅴ

7

16

9

1

4 11

0

20

40

劣化度Ⅱ以下 劣化度Ⅲ 劣化度Ⅳ 劣化度Ⅴ

18

58

2
8

211

3

0

20

40

60

劣化度Ⅱ 劣化度Ⅲ 劣化度Ⅳ 劣化度Ⅴ

施

水道 道路など は 健全率予測式 劣化曲線を用 た劣化予測 検討○今後、国際規格原案（ＤＩＳ）について意見出しが行われ、最

終的に国際規格（ＩＳ）として発行予定（2014年3月）

○次回、２０１３年４月にカルガリー(カナダ)会議開催予定

下水道・道路などでは、健全率予測式・劣化曲線を用いた劣化予測の検討
例はある。河川では、動荷重が作用しないなどの施設の性格を踏まえ、劣
化の発生率の統計調査等を行っており、今後さらに劣化予測の検討を深め
ていくこととしている。

4



指摘事項：機械設備の管理では、日常的にあまり稼働していない施設の考え方や部品の調達が重要ではないか。

河川の管理における危機対応能力の向上

■河川における機械設備には、待機系設備が多いため、点検時に動作確認を主としたシステムチェックを実施 。

■致命的な影響を与える機器における部品調達性について、予備品確保や点検整備時の確認等に努めている。

指摘事項：機械設備の管理では、日常的にあまり稼働していない施設の考え方や部品の調達が重要ではないか。

機械設備における点検の行い方 部品調達について

機械設備点検の構成 部品調達の実態

河川管理施設の機械設備における部品調達の困難さにつ
いて、主に次の3つが挙げられる。

○製造メーカ撤退による部品供給断

点 検

運転時点検 臨時点検定期点検

※定期点検とは別に 当該施設の実運

ガスタービンのシステム
基盤は、外国製が多いた

○モデル変更等に伴う生産ラインの廃止
○外国製品の場合、入手の困難

年点検 月点検

管理運転点検 目視点検

※定期点検とは別に、当該施設の実運
転時又は、災害発生時に実施する点検

基盤は、外国製が多いた
め調達が困難

年点検

各部の点検及び計測を実施
し、設備の信頼性の確保と
機能の保全を図る

機器を分解整備 これらの問題に対し、事前の当該機器の予備品調達、定期
点検時におけるメーカーサポート期間等部品供給体制の確認
を実施するなどして対応

管理運
転点検

設備を負荷状態において
試運転を実施し、設備の
状態・動作確認を行う

油圧等をチェック 振動をチェック 機械設備点検・整備共通仕様書（案）での記載

3-1-3 点検作業
点検にあたっては、当該機械設備（又は施設）の予備品の数量及び状

5

月点検
（目視点検）

管理運転が困難な設備におい
て、目視による外観の異常の
有無等について確認等を行う

油量をチェック ローラをチェック 態の確認を行うものとする。また、設備機能に致命的な影響を与える機
器については、保守部品等の供給体制及びメーカーサポート期間の確
認を行うものとする。



指摘事項：危機的状況にあっても最低限必要な機能に着目した対策を考える必要がある。

河川の管理における危機対応能力の向上

■「ゲート設備の危機管理対策の推進について」の提言（平成19年）を受け、動力ゲートの操作等について、施設の改良を検討・実施中。
■「河川構造物長寿命化及び更新マスタープラン」（平成23年）の主要な取組として、機械設備の危機管理行動計画を策定中。
■ポンプ設備およびゲート設備における危機管理対策について技術基準等の改定等を検討。

指摘事項：危機的状況にあっても最低限必要な機能に着目した対策を考える必要がある。

「ゲート設備の危機管理対策の推進について」のフォローアップ マスタープランにおける危機管理

【洪水時に開けるべきゲートにおける主な
方向性】

【洪水時に閉めるべきゲートにおける主な
方向性】

チェーン式開閉装置の活用

「河川構造物長寿命化及び更新マスタープラン」（H23.6)において、設

備の故障等が発生した際の施設操作や応急復旧方針等の危機管理行
チ ン式開閉装置の活用

扉体の軽量化

チェーン式開閉装置の活用

大形ゲートのラック化

動をあらかじめ定めておくとともに、設備の長寿命化等の取り組み等に
応じて、随時、内容の更新を図るものとしている。

「河川構造物における機械設備危機管理

汎用品の活用・標準化の推進

起伏ゲートの活用検討 フロート式・起伏式ゲートの活用検討

フラップゲートの活用検討

「河川構造物における機械設備危機管理
行動計画の策定について」（H24.7）を発出

主要な設備について、施設機能の喪失に
対する対応策の検討

機器故障時における対応方法を記載

制動機構の開発

危機管理対策の検討状況取組事例 改良
ポンプ及びゲート設備において、危機管理対策における技術基準等の
改定を検討油圧等を開放する

事で無動力で、扉
体転倒が可能

ラック化
操作盤の規格化

体転倒が可能

大形水門の開閉機

ファンブレーキ

ワイヤロープ式
開閉機をラック
化、チェーン化
することで、片
吊りをなくし よ 機側操作盤を規格 す

フラップゲート化

たわみ度の緩和

予備動力の確保

起 伏 堰

ポンプ機側操作盤

6チェーン式開閉装置

に制動機を設け、
自重降下化を可能

吊りをなくし、よ
り確実な閉動作
が可能

機側操作盤を規格化することで、
操作環境を改善
（誤動作等の防止）

ゲートの背後地状況等を勘案し
・たわみ度（1/800）の緩和
・水密性の必要性（フラップの採用）
・設備の単純化と多重化等との

バランス等について検討等



指摘事項 樹木伐採は中期的な視点を持 て実施しているのか

資源・ｴﾈﾙｷﾞｰとしての河川の利活用と守り養う担い手の再構築

指摘事項：樹木伐採は中期的な視点を持って実施しているのか。

■河道内樹木の伐採については治水上障害となる樹木を対象として、５ヶ年程度の樹木伐採計画を作成して実施
■可能な範囲で樹木繁茂の予測は研究段階であるが 部では将来の樹木の繁茂状況を踏まえて計画を検討■可能な範囲で樹木繁茂の予測は研究段階であるが、一部では将来の樹木の繁茂状況を踏まえて計画を検討

樹木伐採計画の作成（淀川水系野洲川の例） 樹木繁茂の将来予測（最上川水系最上川の例）

・空中写真から樹林化の変遷状況を把握し樹木・樹木群の及ぼす影響を評価し樹木伐採の必要箇所を整理

成長速度を算出。
・求められた成長速度から将来の樹木繁茂予測
を実施。

・実績とともに将来の伐採計画を作成

野洲川における樹木伐採計画の例

・樹林化拡大による、河道への影響を評価。
・河道の流下能力を維持するための方針や課題を検討。

＜凡 例＞

H2
5年
度度H25年度

H2６年度

H27年度
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資源・ｴﾈﾙｷﾞｰとしての河川の利活用と守り養う担い手の再構築

指摘事項：河川環境の管理目標は必ずしも統一されておらず幅広いため、具体的に設定する必要があるのではないか。

■ 河川整備計画等に基づき、河川水辺の国勢調査による河川環境情報図等を参考としながら河川環境の管理を行っている。
■ 河川環境の管理目標としては ゾ ニングによる管理や希少種を保全対象する等の事例がある■ 河川環境の管理目標としては、ゾーニングによる管理や希少種を保全対象する等の事例がある。

天竜川の例

自然再生 事 終了

○地域主体のモニタリングに向けた取り組み例

河川環境情報図の例（北上川）

【行政】
モニタリング調査

による
事業効果の把握

物
理
環
境
調
査

生
物
環
境
調
査

指
標
種
の
回
復
状
況
調

地
域
と
の
合
意
形
成
、
広
報
活
動
の

施工後２年 上記取り組み項目・範囲の拡大、内容の順応的な充実

自然再生工事の終了

施工後１年
現地見学会、

意見交換会の開催
外来植物駆除体

験会の開催

指標種の
合同モニタリング調査の

開催

指標種の生育を阻害
する、外来植物の駆
除方法を講習する。

指標種(ツツザキヤマジノ
ギク)のモニタリング調査
方法(開花株数のカウント)
を講習する。

市民等による保全活動
や利用の促進、地域の
要望を把握する。

⇒各取り組みの参加者への「広報資料」の配布

約３年の間に合意形成を図り、協働体制を構築する。

施工後
４年以降～

調
査

の
実
施

既往調査(定期調査、河川水辺の国勢調査など)への移行。

市
民
活
動
へ
の

支
援
を
実
施

情報、ノウハウを引き継ぎ、
地域主体による取り組みへの移行を目指す。

指標種(ツツザキヤマジノギク)のモニタリング調査、および維持管理(外来
植物の駆除)に関するノウハウを広める。

施 後 年

施工後３年

記取り組み項目 範囲の拡大、内容の順応的な充実

【
地
域
へ→

】

保全対象種

河川環境管理計画におけるゾーニングの例（多摩川） 保全対象種

ツツザキヤマジノギク

長野県固有種

現状

巨石盛土と舟底型河道の効果イメージ

阿賀野川の例

カ ガナ

機能空間区分等設定図（多摩川）

局所洗掘

現状

・低水路の固定化・直線化
→異常洗掘による治水安全度の低下

単調化による瀬淵の減少

・高水敷化による樹林化
→流下断面阻害、礫河原環境の減少

整備後

・高水敷の切り下げ
→ 流下能力の向上

冠水頻度の拡大による再樹林化の防止

ウケクチウグイ
環境省：絶滅危惧ⅠＢ類

カワラニガナ
環境省：絶滅危惧Ⅱ類

○地域住民等と連携したモニタリングの実施

・行政、地域住民の様々な観点のモニタリングを
それぞれの調査・評価方法も勘案しながら適切に
組み合わせることにより、細やかな管理を展開。

経費を抑えた継続的な調査
の実施今後の事業への反映

8

自然系空間の管理方針

・船底型河道の形成
→低水路の固定化防止。
自然の営力による瀬・淵の再生
魚類の退避環境の再生

整備後
・巨石盛土の実施
→ 局所洗掘防止、直線化の緩和

エコトーンの再生

冠 頻度 拡 再樹林 防
安定的な礫河原環境の再生ゾーンタイプと機能空間区分の関係

魚 類生息状況の現状把握
稚魚 放流による資源維持

・阿賀川をフィールドとした環境学習、
自然再生に関する勉強会への反映。

・自然再生事業への知識、理解の
高まり。

地域が主体となった継続的な
自主活動への移行・発展

放流効果、自然生産向上のための技術開発

河川管理者

NPO
・市民

水産関係者


